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く、在宅ワーク絡みの詐欺事件も多発している。そこで、 2000年 3 月 4 日に在宅就労問題研究




子 [2005J 、長坂俊成 [2000J、森戸英幸 [1999 ， 2003J 、労働政策研究・研修機構 [2004J など
でも、指摘されるようになってきている。もはや、在宅ワーカーが労働法の保護を受けられな
いという問題は、社会政策的課題になりつつあるのではないだろうか。









































(3) W 日本経済新聞~ 1968年12月 25 日付け、「社説J 。
ω 哲学の衝突の具体的な内容について、詳しくは、大石三郎 [1971] 、高藤昭 [1971] を参照。
(5) 1974年に家内労働法が改正された西ドイツでは、従来までの家内労働法の問題点を改めて家内労働者の
保護を手厚くすると共に、在宅ワークも適用範囲とするようになっている。


















基準局は1961年と 1978年にそれぞれ実態調査を実施している。 r1961年調査J と r1978年






































































件が発生している。それは、 1978年11月 2 日に西陣織の出機労働者が作業中に電動力織機
のシャフトに左腕を巻き込まれ、付け根から切断するという事故である。被災労働者はす





























(12) 1948年 7 月 5 日付け基収第2204号通達で、家内労働者には労働基準法を適用しないということが決めら
れた。
(13)但し、家内労働法の問題点について検討した先行研究として、片岡昇 [1968]、正田彬口979]、中脇晃































ようとする場合、 30 日前にその旨を予告するか、 30 日分の平均賃金を解雇予告手当として





(17)家内労働法第 4 条第 1 項。





































































































(23)片岡昇 [1968J の 5 頁。





















2005年 2 月の時点、では、家内労働法に基づいて決定された最低工賃の件数は、 150件と














(幻)同年 5 月 1 日に発効している。詳しくは、労働大臣官房総務課編 [1971 J の227頁を参照。
(28)兵庫県では、 f靴下製造業j 、「綿・スフ織物業」、「婦人既製服製造業」、「篭気機械器具製造業」、「釣針





業 種 1999年 2000年 2001年 2002年
繊維 工業 織 物 12 12 12 12 
ニット製造 19 19 19 18 
衣服・その他の 既製洋服等 60 60 60 57 
繊維製品製造業 和服・その他 27 24 24 22 
そ の 他 2 2 2 1 
紙・紙加工品製造業 8 7 7 7 
金属製品製造業 5 5 5 5 
電気機械器具等製造業 31 29 30 30 
そ の 他 19 17 17 15 
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れている。例えば、 1966年 4 月 8 日に日本社会党が国会へ上程した家内労働法案の第12条












出所) :山本正治郎 [1974 ， 1977 , 1978J 、神尾京子 [1985J を参考に筆者が作成。
図 2 を見ると、「部品 1 つあたりの最低工賃額」は、「地域別もしくは産業別の最低賃金
額(時間給) J を r 1 時間に製造加工マきる部品の個数(標準能率) J で、割った値である。









会で判断して経験年数を決めることになっていた (37)。かつては、 r 1 時間に製造加工でき




































は、男性より女性の方が多く、年収では男性の 4 人に 1 人が500万円以上であるのに対し、女性
の場合は 7 割の人が149万円以下である。また、職種では、男性は「設計、製図、デザインj や
「システム設計、プログラミング」に多く、女性は「文書入力J や「データ入力」に多くなっ
(38)家内労働法第 2 条第 2 項。
























必要があろう J (42) と述べられている。この点について、例えば西ドイツでは、それまで製造加
工作業を対象としていた家内労働法を 1974年に改正し、「テープ起こし」や「宛名書き j など労
働者的性格の強い在宅ワークについて家内労働法の適用対象となっている (43) 。
さらに、国際的な動向として、 1996年 6 月 20 日には ILO第83回総会で、「在宅形態の労働









(41) 下請法について、詳しくは、労働政策研究・研修機構 [2004J を参照。
(42) 労働省 [2000J の29頁。


































(45) ILO第 177号条約の批准国に、フィンランド (1998年)、アイルランド (1999年)、アルバニア (2002年)、
オランダ (2002年)、アルゼンチン (2006年)がある。
(46)厚生労働省は、在宅ワーク支援事業により各種セミナーの開催や相談業務などを実施している。在宅ワ
ーク支援事業は、 2000年 4 月より(財)21世紀職業財団が委託されていたが、 2003年 4 月からは(財)社会
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